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(57)【要約】
【課題】均一な特性で、アンテナ側への不要な反射を抑
制するリミッタ装置を提供する。
【解決手段】アンテナにより受信した受信波を分配する
方向性結合器２０と、方向性結合器２０により分配され
た一方の受信波の電力値を計測する受信電力計測部２２
と、計測した電力値に応じて、方向性結合器２０により
分配された他方の受信波の電力の減衰を指示する制御信
号を生成する減衰器制御部２３と、他方の受信波を、制
御信号の指示に応じて減衰する可変減衰器２４と、を備
えるリミッタ装置１６である。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定のアンテナにより受信した受信波を分配する分配器と、
　前記分配器により分配された一方の受信波の電力値を計測して、計測した電力値に応じ
て、前記分配器により分配された他方の受信波の電力の減衰或いは前記他方の受信波を後
段に伝送する経路の遮断を指示する制御信号を生成する制御部と、
　前記他方の受信波を、前記制御信号の指示に応じて減衰或いは前記経路の遮断をする抑
制器と、を備える、
　リミッタ装置。
【請求項２】
　前記電力値が所定の値以上のときに、前記抑制器の後段の装置外に配置される増幅器の
動作を停止させるための増幅器制御信号を生成する増幅器制御部を更に備えている、
　請求項１記載のリミッタ装置。
【請求項３】
　前記抑制器は可変減衰器であり、前記制御部で生成される前記他方の受信波の減衰量を
指示する前記制御信号に応じた減衰量で、前記他方の受信波を減衰する、
　請求項１又は２記載のリミッタ装置。
【請求項４】
　前記可変減衰器はフェライト減衰器である、
　請求項３記載のリミッタ装置。
【請求項５】
　前記抑制器はスイッチ回路であり、前記制御部で生成される前記他方の受信波を後段に
伝送する経路の遮断を指示する前記制御信号に応じて、該経路を遮断する、
　請求項１又は２記載のリミッタ装置。
【請求項６】
　前記スイッチ回路は、吸収型の単極双投スイッチまたは吸収型の単極単投スイッチであ
る、
　請求項５記載のリミッタ装置。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれかに記載のリミッタ装置を、アンテナと該アンテナで受信した受
信波を増幅する増幅器との間に備えており、前記リミッタ装置により前記受信波の電力値
を前記増幅器で増幅可能な電力値に補正する、
　レーダシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はマイクロ波帯やミリ波帯を用いたレーダシステムにおいて、規定値を超える過
大なマイクロ波電力が受信端に入力された場合でも、レーダシステムの受信部を保護する
ために用いられるリミッタ装置及びこのようなリミッタ装置を用いたレーダシステムに関
する。
【背景技術】
【０００２】
　レーダシステムの受信部を保護するための装置としてリミッタ装置が用いられている。
図１は、リミッタ装置を用いたレーダシステム１の構成図である。このレーダシステム１
は、例えば気象観測レーダとして用いられる。レーダシステム１は、発振機１０、電力分
配器１１、送信アンプ１２を含んで構成される送信部と、フィルタ１５、マイクロ波リミ
ッタ装置１６、低雑音増幅器（以下、「ＬＮＡ」という。）１７、ミキサ１８、レーダ信
号増幅器１９を含んで構成される受信系と、送受信で共用されるアンテナ１４と、サーキ
ュレータ１３とを備えている。送信系から送られる送信波は、サーキュレータ１３からア
ンテナ１４に送られ、アンテナ１４で受信された受信波は、サーキュレータ１３から受信
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部に送られる。なお、送信波及び受信波は、マイクロ波帯或いはミリ波帯の信号である。
【０００３】
　アンテナ１４から発射された送信波は、雨雲等の目標物により特定の反射係数を有する
反射波となってアンテナ１４に返ってくる。反射波は、アンテナ１４で受信波として受信
される。アンテナ１４で受信された受信波は、フィルタ１５により不要波が濾波された後
に、マイクロ波リミッタ装置１６に導かれる。マイクロ波リミッタ装置１６は、受信波の
電力が規定の電力範囲を超えた過大電力である場合に、この過大電力から受信部を保護す
るために設けられている。マイクロ波リミッタ装置１６は、例えば、規定値以上の電力値
の受信波を減衰及び反射して、ＬＮＡ１７以降の後段への受信波の影響を抑制する。
【０００４】
　マイクロ波リミッタ装置１６には、一般的に、高電力のマイクロ波がＰＩＮダイオード
に印加されたときに発生する直流電流（これを「ＰＩＮダイオードの自己バイアス」とい
う。）によるインピーダス依存性を利用する方法が用いられる。非特許文献１には、ＰＩ
Ｎダイオードを用いたマイクロ波リミッタ装置１６の一例が示されている。
　ＰＩＮダイオードを用いたマイクロ波リミッタ装置１６には、受信部とのインピーダン
ス不整合と非線形性に起因する基本波及び不要波の副次的発射という問題がある。特許文
献１には、このような基本波及び不要波の副次的発射に対応する発明が開示されている。
【０００５】
　図１０は、ＰＩＮダイオードを用いた一般的なマイクロ波リミッタ装置１６の構成図で
ある。
　フィルタ１５から入力された受信波は、直流を遮断するために配置されたコンデンサ１
６１を通過し、フィルタ１５とＬＮＡ１７とを結ぶ伝送線路に対しシャント接続されたＰ
ＩＮダイオード１６２に導かれる。ＰＩＮダイオード１６２の真正半導体層は、印加電力
に応じて順方向の固有抵抗が変化し、直流電流が流れる。すなわち真正半導体層の固有抵
抗値は、印加電力の大きさに反比例して変化するので、シャント接続したＰＩＮダイオー
ド１６２の抵抗値が高電力により低下する。このため、伝送した受信波は減衰を受けて熱
になる一方、伝送線路のインピーダンス不整合により一部はアンテナ１４側に反射される
。
　この結果、ＰＩＮダイオード１６２の出力側に導かれる受信波は大きな減衰を受けるこ
とになる。ＰＩＮダイオード１６２の順方向電流（以下、「自己バイアス電流」という。
）は、チョークコイル１６３を介して閉回路を流れる。ＰＩＮダイオード１６２で減衰を
受けた受信波の電力は出力側に配された直流を遮断するためのコンデンサ１６４を介して
ＬＮＡ１７に入力される。
【０００６】
　図１１は、図１０のマイクロ波リミッタ装置１６の入出力特性図である。図１１の横軸
はマイクロ波リミッタ装置１６の入力電力であり、縦軸は出力電力である。横軸の線形受
信領域は通常のレーダ受信波レベルに相当し、レーダ機能を果たす領域である。受信電力
抑圧領域はＰＩＮダイオード１６２によるマイクロ波減衰により、電力が抑圧される領域
である。リミッタ耐圧破壊領域はＰＩＮダイオード１６２に印加される電力がさらに増大
し、ＰＩＮダイオード１６２の耐圧を超える領域である。耐圧破壊領域では、逆方向電流
が流れるためにＰＩＮダイオード１６２の減衰効果が低減され、通過電力は増大する。通
常のマイクロ波リミッタ装置１６は受信電力抑圧領域内で使用されており、ＰＩＮダイオ
ード１６２は、抑圧電力値に応じて選定される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００６－２４６０９５号公報
【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】“PIN-Limiter diode effectively protect receivers”, EDN, Decemb
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er 17,2004, pp.59-64
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　従来のＰＩＮダイオード１６２を使ったマイクロ波リミッタ装置１６は、その動作原理
から、自己バイアス電流の閾値のバラツキがマイクロ波減衰量のバラツキに繋がる。その
結果、マイクロ波リミッタ装置１６の特性が不均一になる。
　また、受信電力抑圧領域ではＰＩＮダイオード１６２のインピーダンス不整合による基
本波の反射に加え、ＰＩＮダイオード１６２の非線形性に起因する高調波成分までもがア
ンテナ１４に返される。このような反射成分が、アンテナ１４から副次的に発射さてれ電
波法の規制に触れることがある。
　ＰＩＮダイオード１６２の逆方向耐圧にもバラツキがあり、リミッタ耐圧破壊領域に個
体差が生ずることがある。この場合には、マイクロ波リミッタ装置１６の後段に配置され
るＬＮＡ１７が、高電力のために破壊されることがある。
　これらの問題を解消するために、例えばＰＩＮダイオード１６２の特性の選別と電気的
な調整が要求されるが、コスト及び時間が増大して実現が困難である。
【００１０】
　本発明は、このような問題点を解決するもので、均一な特性で、アンテナ側への不要な
反射を抑制するリミッタ装置及びこのようなリミッタ装置を備えたレーダシステムを提供
することを主たる課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　以上のような課題を解決する本発明のリミッタ装置は、所定のアンテナにより受信した
受信波を分配する分配器と、前記分配器により分配された一方の受信波の電力値を計測し
て、計測した電力値に応じて、前記分配器により分配された他方の受信波の電力の減衰或
いは前記他方の受信波を後段に伝送する経路の遮断を指示する制御信号を生成する制御部
と、前記他方の受信波を、前記制御信号の指示に応じて減衰或いは前記経路の遮断をする
抑制器と、を備える。
【００１２】
　本発明のリミッタ装置では、受信波の電力値を計測し、その結果に応じて受信波を減衰
或いは後段に伝送されないように、伝送路を遮断する。そのために、大電力の受信波が後
段の電子回路に入力されることがなく受信部への受信波の影響を抑制することができる。
また、電力値の計測及び受信波の減衰にＰＩＮダイオードを用いないために、正確な電力
値の計測と減衰が可能になり、従来のような問題が生じることが無くなる。
【００１３】
　また、本発明のリミッタ装置は、前記電力値が所定の値以上のときに、前記抑制器の後
段の装置外に配置される増幅器の動作を停止させるための増幅器制御信号を生成する増幅
器制御部を更に備えていてもよい。このような構成では、抑制器で減衰可能な範囲を超え
た電力値の受信波が入力された場合でも、後段の増幅器が動作しないことで、該増幅器及
びその後段の電子回路へ受信波の影響を抑制することができる。
【００１４】
　前記抑制器には、例えば可変減衰器が用いられる。この可変減衰器は、前記制御部で生
成される前記他方の受信波の減衰量を指示する前記制御信号に応じた減衰量で、前記他方
の受信波を減衰する。前記可変減衰器には、例えばフェライト減衰器を用いることができ
る。
　その他に前記抑制器には、例えばスイッチ回路を用いることができる。このスイッチ回
路は、前記制御部で生成される前記他方の受信波を後段に伝送する経路の遮断を指示する
前記制御信号に応じて、該経路を遮断する。前記スイッチ回路には、例えば吸収型の単極
双投スイッチまたは吸収型の単極単投スイッチを用いることができる。
【００１５】
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　本発明のレーダシステムは、上記のリミッタ装置のいずれかをアンテナと該アンテナで
受信した受信波を増幅する増幅器との間に備えており、前記リミッタ装置により前記受信
波の電力値を前記増幅器で増幅可能な電力値に補正するものである。
【発明の効果】
【００１６】
　以上のような本発明によれば、ＰＩＮダイオードを用いずに、受信波の電力値を計測し
て、その結果に応じて受信波を減衰或いは受信波の伝送線路を遮断する構成としたことで
、ＰＩＮダイオードの特性のバラツキにより生じていた従来の問題を解決することができ
る。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】リミッタ装置を用いたレーダシステムの構成図である。
【図２】第１実施例のマイクロ波リミッタ装置の構成図である。
【図３】第１実施例のマイクロ波リミッタ装置の入出力特性図である。
【図４】第２実施例のマイクロ波リミッタ装置の構成図である。
【図５】第２実施例のマイクロ波リミッタ装置の入出力特性図である。
【図６】第３実施例のマイクロ波リミッタ装置を含む構成図である。
【図７】吸収型ＳＰＤＴスイッチの構成図である。
【図８】第４実施例のマイクロ波リミッタ装置を含む構成図である。
【図９】吸収型ＳＰＳＴスイッチの構成図である。
【図１０】ＰＩＮダイオードを用いた一般的なマイクロ波リミッタの構成図である。
【図１１】図１０のマイクロ波リミッタの入出力特性図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、図面を参照して本発明の実施の形態について詳細に説明する。
【００１９】
＜レーダシステム＞
　本発明のマイクロ波リミッタ装置は、図１のレーダシステム１に用いることができる。
　レーダシステム１では、まず、発振器１０から出力される高周波信号が、電力分配器１
１により分配されて、送信アンプ１２とミキサ１８とに入力される。送信アンプ１２に入
力された高周波信号は、送信波としてサーキュレータ１３を介してアンテナ１４から発射
される。
【００２０】
　アンテナ１４は、送受信共用である。そのためにアンテナ１４から発射された送信波は
、雨雲等の目標物により反射されてアンテナ１４に受信される。アンテナ１４で受信され
た受信波は、フィルタ１５により濾波された後に、マイクロ波リミッタ装置１６で、規定
値以上の電力が減衰される。マイクロ波リミッタ装置１６で電力が減衰された受信波は、
ＬＮＡ１７で増幅された後に、ミキサ１８に送られる。ミキサ１８は、受信波を電力分配
器１１から送られる高周波信号とミキシングすることでレーダ信号を生成し、生成したレ
ーダ信号をレーダ信号増幅器１９を介して、図示しない後段の電子回路に入力する。後段
の電子回路では、レーダ信号から、目標物の位置、距離、相対速度等を導出する。なお、
受信波の電力値が規定値以上の場合に、ＬＮＡ１７以降に受信波が入力されないようにし
てもよい。
【００２１】
　以下、マイクロ波リミッタ装置１６の実施例について詳細に説明する。
【００２２】
＜第１実施例＞
　図２は、第１実施例のマイクロ波リミッタ装置１６の構成図である。
　第１実施例のマイクロ波リミッタ装置１６は、方向性結合器２０、検波器２１、受信電
力計測部２２、減衰器制御部２３、及び可変減衰器２４を備える。
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【００２３】
　方向性結合器２０は、アンテナ１４からフィルタ１５を介して入力される受信波を検波
器２１の方向と可変減衰器２４の方向とに分配する。この実施例では方向性結合器２０を
用いるが、同様に受信波を２つに分配する機能を持つ分配器であれば、カプラやレギュレ
ータ等の他の装置であってもよい。
【００２４】
　検波器２１は、方向性結合器２０から分配された一方の受信波を検波する。検波結果は
、受信電力計測部２２に送られる。受信電力計測部２２は、検波結果から受信波の電力値
を導出する。受信電力計測部２２は、送られる受信波によりフィルタ１５から入力される
受信波の電力値を算定できるように、例えばコンパレータを用いて校正される。導出され
た電力値は、減衰器制御部２３に送られる。減衰器制御部２３は、受信電力計測器２２か
ら送られる電力値に応じて、可変減衰器２４による受信波の減衰量を制御するための制御
信号を生成する。
【００２５】
　可変減衰器２４は、方向性結合器２０とＬＮＡ１７との間の伝送線路上に設けられる。
可変減衰器２４は、線形性と使い勝手の面からフェライト減衰器が好適であるが、条件を
みたすものであればこれに限らない。可変減衰器２４は、方向性結合器２０から分配され
た他方の受信波が入力されるとともに、減衰器制御部２３から正確に計測された受信波の
電力値に応じた制御信号が入力される。可変減衰器２４は、制御信号に応じて受信波を減
衰して、最適な電力値の受信波をＬＮＡ１７に送る。
【００２６】
　図３は、第１実施例のマイクロ波リミッタ装置１６の入出力特性図である。
　図３において、横軸はフィルタ１５からマイクロ波リミッタ装置１６に入力される受信
波の電力値であり、縦軸はマイクロ波リミッタ装置１６からＬＮＡ１７に出力される受信
波の電力値である。
【００２７】
　線形受信領域では、受信波がそのままの電力でマイクロ波リミッタ装置１６から出力さ
れて、ミキサ１８で送信波と混合されてレーダ信号が生成され、目標物の検出のために処
理される。受信電力抑圧領域では、受信波の電力が規定の電力値を超えるために、ＬＮＡ
１７を含む受信部を保護するため可変減衰器２４により電力が減衰される。電力が減衰さ
れた受信波がミキサ１８で送信波と混合されてレーダ信号が生成され、目標物の検出のた
めに処理される。
　このように減衰器制御部２３で生成される制御信号は、線形受信領域では減衰量が小さ
く（０を含む）なるように可変減衰器２４に指示する信号であり、受信電力抑圧領域では
、電力値に応じて減衰量が大きくなるように可変減衰器２４に指示する信号である。
【００２８】
＜第２実施例＞
　図４は、第２実施例のマイクロ波リミッタ装置１６を含む構成図である。
　第２実施例のマイクロ波リミッタ装置１６は、第１実施例のマイクロ波リミッタ装置１
６にＬＮＡ制御部２５を追加した構成である。他の構成及び動作は、第１実施例と同様で
あるので説明を省略する。ＬＮＡ制御部２５は、ＬＮＡ１７の直流電源をＯＮ／ＯＦＦ制
御するためのＬＮＡ制御信号を生成して、ＬＮＡ１７に入力する。ＬＮＡ１７は、ＯＮ／
ＯＦＦ制御信号により、増幅動作がＯＮ／ＯＦＦ制御される。
【００２９】
　マイクロ波リミッタ装置１６に入力される受信波の電力値が、規定値以上で可変減衰器
２４で減衰可能な電力値を超えるような大電力の場合、十分に減衰されていない受信波が
ＬＮＡ１７以降の受信部に入力されることが考えられる。この場合、受信部が電気的に破
壊されることもある。第２実施例では、ＬＮＡ１７の直流電源をＯＮ／ＯＦＦ制御するこ
とで、このような大電力の受信波の場合には、ＬＮＡ１７の動作を停止する。これにより
、ＬＮＡ１７以降の電子回路に受信波が送られなくなり、電気的な破壊を防ぐことができ
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る。
【００３０】
　そのためにＬＮＡ制御部２５は、受信電力計測部２２から出力される電力値が規定値以
上のときに、ＬＮＡ１７の直流電源をＯＦＦ状態にするようにＬＮＡ制御信号を生成する
。規定値に満たないときはＬＮＡ１７の直流電源をＯＮにするようにＬＮＡ制御信号を生
成する。
　ＬＮＡ１７では、例えばＨＥＭＴ（High Electron Mobility Transistor）を増幅素子
に用いている。直流電源をＯＮ／ＯＦＦすることで、ＨＥＭＴのドレイン電圧がＯＮ／Ｏ
ＦＦされる。
【００３１】
　図５は、第２実施例のマイクロ波リミッタ装置１６の入出力特性図である。
　線形受信領域及び受信電力抑圧領域における動作は、第１実施例と同様である。受信電
力遮断領域では、ＬＮＡ１７を含む受信部の電気的な破壊に繋がるために、ＬＮＡ１７の
直流電源をＯＦＦにして増幅動作を停止する。そのために受信電力遮断領域においては、
受信電力が極端に低下して、レーダシステム１としての機能（目標物検出）をはたさなく
なり、高電力のマイクロ波である受信波から受信部を保護することになる。
【００３２】
＜第３実施例＞
　図６は、第３実施例のマイクロ波リミッタ装置１６を含む構成図である。
　第３実施例のマイクロ波リミッタ装置１６は、第２実施例のマイクロ波リミッタ装置１
６の可変減衰器２４に代えて吸収型マイクロ波切替器としての吸収型ＳＰＤＴスイッチ（
Single Pole Double Throw Switch：単極双投スイッチ）２６を用い、減衰器制御部２３
に代えてスイッチ制御部２７を用いた構成である。他の構成及び動作は、第２実施例と同
様であるので説明を省略する。第３実施例のマイクロ波リミッタ装置１６の入出力特性は
、第２実施例のものと同様に、つまり図５に示すような特性になる。
【００３３】
　スイッチ制御部２７は、受信電力計測部２２で計測された電力値が規定値以上の場合に
、吸収型ＳＰＤＴスイッチ２６を遮断する制御信号を吸収型ＳＰＤＴスイッチ２６に送る
。吸収型ＳＰＤＴスイッチ２６は、この制御信号が入力される場合に、遮断状態になり、
ＬＮＡ１７への受信波の入力を止める。また吸収型ＳＰＤＴスイッチ２６は、入力される
受信波を吸収するために、アンテナ１４側に反射しない。なお、第２実施例で説明したよ
うなＬＮＡ１７のＯＮ／ＯＦＦ機能により、吸収型ＳＰＤＴスイッチ２６の漏れ電力（Ｓ
ＰＤＴのアイソレーション相当）を更に減衰することで、大電力に対する安全性が向上す
る。
【００３４】
　図７は、吸収型ＳＰＤＴスイッチ２６の一例の具体的な構成図である。
　吸収型ＳＰＤＴスイッチ２６は、方向性結合器２０から入力される受信波の直流成分を
遮断するコンデンサ２６１、ＬＮＡ１７に送る受信波の直流成分を遮断するコンデンサ２
６２、受信波のスイッチ制御部２７側への漏洩を防止するためのフィルタを構成するコイ
ル２６３及びコンデンサ２６４、方向性結合器２０からＬＮＡ１７への伝送経路に対して
それぞれシャントに接続されるＰＩＮダイオード２６５、２６６、及び終端抵抗２６７を
備えて構成される。
【００３５】
　スイッチ制御部２７から、吸収型ＳＰＤＴスイッチ２６を遮断する制御信号が入力され
ると、方向性結合器２０からＬＮＡ１７への伝送線路が遮断され、直流電圧がＰＩＮダイ
オード２６６の順方向に印加される。また、受信波の電力の大部分は終端抵抗２６７で消
費されて、アンテナ１４への反射波は吸収される。
【００３６】
＜第４実施例＞
　図８は、第４実施例のマイクロ波リミッタ装置１６を含む構成図である。
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　第４実施例のマイクロ波リミッタ装置１６は、第３実施例のマイクロ波リミッタ装置１
６の吸収型ＳＰＤＴスイッチ２６に代えて吸収型ＳＰＳＴスイッチ（Single Pole Single
 Throw Switch：単極単投スイッチ）２８を用いた構成である。他の構成及び動作は、第
３実施例と同様であるので説明を省略する。第４実施例のマイクロ波リミッタ装置１６の
入出力特性は、第２実施例のものと同様に、つまり図５に示すような特性になる。なお、
第２実施例で説明したようなＬＮＡ１７のＯＮ／ＯＦＦ機能により、吸収型ＳＰＤＴスイ
ッチ２６の漏れ電力（ＳＰＤＴのアイソレーション相当）を更に減衰することで、大電力
に対する安全性が向上する。
【００３７】
　図９は、吸収型ＳＰＳＴスイッチ２８の一例の具体的な構成図である。
　吸収型ＳＰＳＴスイッチ２８は、方向性結合器２０から入力される受信波の直流成分を
遮断するコンデンサ２８１、ＬＮＡ１７に送る受信波の直流成分を遮断するコンデンサ２
８２、受信波のスイッチ制御部２７側への漏洩を防止するためのフィルタを構成するコイ
ル２８３及びコンデンサ２８４、方向性結合器２０からＬＮＡ１７への伝送線路に対して
シャントに設けられるＰＩＮダイオード２８５、及びＰＩＮダイオード２８５に直列に接
続される終端抵抗２８６を備えて構成される。
【００３８】
　スイッチ制御部２７から、吸収型ＳＰＳＴスイッチ２８を遮断する制御信号が入力され
ると、方向性結合器２０からＬＮＡ１７への伝送線路が遮断され、直流電圧がＰＩＮダイ
オード２８５の順方向に印加される。受信波の電力の大部分は、ＰＩＮダイオード２８５
を介して送られる終端抵抗２６７で消費されて、アンテナ１４への反射波は吸収される。
【００３９】
　第１～第４実施例に示した通り、受信波の電力値に応じて可変減衰器２４、吸収型ＳＰ
ＤＴスイッチ２６、或いは吸収型ＳＰＳＴスイッチ２８のような抑制器により、後段のＬ
ＮＡ１７に入力される受信波を減衰或いは遮断する。これにより、ＬＮＡ１７以降の受信
部への受信波の影響を抑制する。また、アンテナ１４側への反射波も抑制される。いずれ
のマイクロ波リミッタ装置１６も電力値の計測や受信波の減衰にＰＩＮダイオードを用い
ない形式であるために、ＰＩＮダイオードの特性のバラツキやインピーダンス不整合によ
り生じる従来の問題が生じることはない。
　また、第２～第４実施例では、ＬＮＡ制御部２５を備えており、抑制器で抑制できない
程度の大電力の受信波を受信した場合でも、ＬＮＡ１７の動作を停止させることで、ＬＮ
Ａ１７以降の受信部が、受信波による影響を抑制する。
　なお、第３、第４実施例では、ＬＮＡ制御部２５を備えた構成であるが、第１実施例と
同様に、受信波の電力値が受信電力遮断領域に達することが無いのであれば、必須の構成
ではない。
【符号の説明】
【００４０】
　１…レーダシステム、１０…発振器、１１…電力分配器、１２…送信アンプ、１３…サ
ーキュレータ、１４…アンテナ、１５…フィルタ、１６…マイクロ波リミッタ装置、１６
１，１６４…コンデンサ、１６２…ＰＩＮダイオード、１６３…チョークコイル、１７…
低雑音増幅器（ＬＮＡ）、１８…ミキサ、１９…レーダ信号増幅器、２０…方向性結合器
、２１…検波器、２２…受信電力計測部、２３…減衰器制御部、２４…可変減衰器、２５
…ＬＮＡ制御部、２６…吸収型ＳＰＤＴスイッチ、２６１，２６２，２６４…コンデンサ
、２６３…コイル、２６５，２６６…ＰＩＮダイオード、２６７…終端抵抗、２７…スイ
ッチ制御部、２８…吸収型ＳＰＳＴスイッチ、２８１，２８２，２８４…コンデンサ、２
８３…コイル、２８５…ＰＩＮダイオード、２８６…終端抵抗
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